
令和４年広島県就業構造基本調査結果の要約 

 

１　現 況 

〔15 歳以上の就業状態〕 

○　有業者は 145 万 3,200 人、無業者は 95 万 6,500 人 

※生産年齢人口（15～64 歳）の有業者は 124 万 6,100 人、無業者は 33 万 6,700 人 

○　有業率は男性が 68.7％、女性が 52.5％ 

※生産年齢人口の有業率は男性が 84.1％、女性が 73.2％ 

○　産業別（大分類）では、男性は「製造業」、女性は「医療、福祉」が最も多い 

○　職業別（大分類）では、男性は｢生産工程従事者｣、女性は｢事務従事者｣が最も多い 

○　雇用者数は 132 万 900 人、有業者に占める割合（雇用者比率）は 90.9％ 

○　女性は「20～39 歳」までの各年齢階級のみ「正規の職員」の割合が高い 

○　雇用者（正規の職員）の所得については、男性は「400～499 万円」、女性は「300～

399 万円」の所得階級が最も多い 

○　「非正規の職員」は、「300 万円未満」の所得階級に９割以上が分布 

 

〔就業異動の状況〕 

○　前職が「非正規の職員」だった者の約７割が「非正規の職員」に留まる 

○　無業者のうち就業希望者は 16 万 2,100 人で、無業者に占める割合は 16.9％ 

○　就業希望者のうち、男性は「20～24 歳」で最も多く、女性は「30～34 歳」で最も多い 

 

〔世帯の就業状態〕 

○　共働き世帯は夫婦を構成する世帯総数の約５割 

 

〔就業を取り巻く状況〕 

　○　若年無業者は１万 3,700 人（男性が 8,200 人、女性が 5,500 人） 

〇　テレワークを「実施した」者は 21 万４千人で、有業者に占める割合は 14.9％ 

○　テレワーク実施の有無について年齢階級別にみると、「25～34 歳」が 18.9％と最も高 

　い 

〇　非農林業従事者のうち副業がある者は６万 2,500 人 

〇　副業者比率は 4.5％（「正規の職員」は 2.3％、「非正規の職員」は 7.2％） 

〇　非農林業従事者のうち追加就業希望者は９万 8,500 人 

〇　追加就業希望者比率は 7.1％（「正規の職員」は 7.1％、「非正規の職員」は 7.9％） 

〇　本業がフリーランスの数は３万 9,200 人で、有業者に占める割合は 2.7％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２　前回調査等比較 

〔15 歳以上の就業状態〕 

　○　有業者は 5,300 人の減少（男性は１万 6,500 人減少、女性は１万 1,200 人の増加） 

○　生産年齢人口の有業率は 2.2 ﾎﾟｲﾝﾄの上昇（男性は 0.5 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇、女性は 3.9 ﾎﾟｲﾝﾄ上

昇） 

○　男女別の年齢階級別有業率は、男性は「30～34 歳」で最も大きく減少（3.4 ﾎﾟｲﾝﾄ）し、

女性は全ての年齢階級で上昇 

○　産業別で、「医療、福祉」、「製造業」などで増加、「建設業」、「卸売業、小売業」

などで減少 

○　職業別で、「専門的・技術的職業従事者」、「運搬・清掃・包装等従事者」などで増加、

「生産工程従事者」、「建設・採掘従事者」などで減少 

○　雇用者数は 7,500 人増加（男性は１万 1,100 人減少、女性は１万 8,500 人増加） 

○　雇用者比率は 0.8 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇（男性は 0.5 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇、女性は 1.2 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇） 

○　「正規の職員」の割合が 0.8 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇 

○　年間就業日数は、男女ともに「250 日以上」就業者数が減少 

○　週間就業時間は、男女ともに「35～42 時間」の割合が増加 

〔就業異動の状況〕 

○　転職就業者は 5,300 人減少し、離職非就業者は１万 3,600 人減少している 

○　前職の離職理由で最も減少しているのは「出産・育児のため」で 7,200 人減少 

○　求職者数は４千人減少 

○　非就業理由で最も減少しているのは「通学のため」で１万 2,900 人減少 

〔世帯の就業状態〕 

○　世帯主が有業の世帯は 1,200 世帯増加 

〔就業を取り巻く状況〕 

○　「雇用者（役員を除く）」に占める「非正規の職員」の割合が、女性において減少傾向 

　　を示している 

○　副業がある者は１万 100 人の増加 

○　副業者比率は 0.7 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇（「正規の職員」は 1.0 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇、「非正規の職員」は

1.2 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇） 

○　追加就業希望者は１万 7,400 人の増加 

○　追加就業希望者比率は 1.2 ﾎﾟｲﾝﾄの上昇（「正規の職員」は 2.1 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇、「非正規の

職員」は 0.4 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇） 

○　育児をしている女性に占める有業者の割合は 7.2 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇 

○　介護をしている者に占める有業者の割合は、男女ともに上昇（男性は 0.6 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇、 

女性は 1.0 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇） 

 

 

 

 

 

 

 



３　主要指標の全国比較 

○　有業率は 19 位（男性 15 位、女性 24 位） 

○　テレワーク実施の頻度 80％比率は 33 位 

○　過去１年間における転職者比率は 26 位 

○　雇用者（役員を含む）に「正規の職員」の占める割合は 26 位（男性 13 位、女性 28 位） 

○　管理的職業従事者の女性比率は 15 位 

○　週間就業時間週 60 時間以上比率は 19 位


